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1.1 調査研究の目的 

ジェネリック医薬品の使用促進に取り組んでい
る医療機関、薬局、保険者等を対象に、それら
が行っている使用促進策の内容、効果等に関
する調査研究を実施し、その結果得られたジェ
ネリック医薬品の使用促進に有効と考えられる
取り組みについて、各都道府県の後発医薬品
安心使用促進協議会等に情報提供し、使用促
進に役立てることを目的とした。 
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1.2 調査研究の方法 

文献調査結果等に基づき、調査対象としてジェネリック
医薬品の使用促進に向け先進的もしくは有用な取り組
みを行っている医療機関、薬局、保険者を選定し、ヒア
リング調査を実施 

 ■ 調査対象 

     医療機関：公立昭和病院、医療法人千住中央診療所、 

旭川赤十字病院、 
社会医療法人友愛会豊見城中央病院 

     薬    局：日生薬局、山口県薬剤師会、なんそう薬局 

   保  険  者：パナソニック健康保険組合、奈良県生駒市、 
保険者機能を推進する会 ジェネリック研究会 
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1.3 調査研究の内容 

・調査対象機関の概況 

・ジェネリック医薬品の使用促進に取り組んだ経緯 

・ジェネリック医薬品の使用促進に向けた取組内容 

・ジェネリック医薬品の使用促進の効果 

・ジェネリック医薬品の使用促進に取り組む上での留意事項 

・平成26年度診療報酬改定や他の主体との連携に関する事項 

・その他 
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2.1 医療機関におけるジェネリック医薬品
の使用促進の取組事例（１） 
 【疑義照会※を不要とする合意書の策定】 

 
公立昭和
病院の例 
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医師の負担軽減のため、薬局からの院外処方せんに関する疑義照会を原則
的に不要とする合意書を策定する取り組みが行われていた。 

※ここでいう疑義照会は、処方内容に疑義がある場合ではなく、変更調剤の場合に必要に
応じ処方医に対し実施する連絡も含める。 

• 病院周辺の9薬局との間で、処方せんの疑義照会を特
定の場合について原則として不要とする合意書を策定
し、試行的に運用している。 

• 病院の周辺にある薬局とは2か月に1回、連絡会におい
て合意書の取り交わしについて検討を行った。 

• 合意書を取り交わした
後、疑義照会の電話件
数が激減する効果がみ
られた。 

＜合意書に記載する内容（疑義照会を不要とする場合）＞ 

①成分名が同一の銘柄変更 

②剤型の変更 

③別規格製剤がある場合の処方規格の変更 

④無料で行う半錠、粉砕あるいは混合 

⑤無料で行う一包化 

⑥湿布薬や軟膏での取り決め範囲内での規格変更 

⑦その他合意事項 



2.1 医療機関におけるジェネリック医薬品
の使用促進の取組事例（２） 
 【患者への説明】 

• 特定の医薬品へのこだわりが強い患者や、名称が変更
することを嫌がる患者に対しては、「同じような効果があ
るから試してみて」と勧め、一定期間使用してもらい、検
査結果等で差異がないことを示した上で使用を継続して
もらうよう努めている。効果が無かったり、弱かったら元
に戻すこともできることを前提に話を持ちかけ、患者の
不安を取り除くことが重要である。 

• ジェネリック医薬品を使用していることをホームページ上
でアナウンスしている。これにより患者に安心感を与え、
医師の考えを示すことができる。 

千住中央
診療所の

例 
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ジェネリック医薬品を一定期間使用してもらい、検査結果等で差異が無いこと
を示し継続してもらうよう努めたり、ホームページ上でジェネリック医薬品を使
用していることをアナウンスするなどし、患者に安心を与えることに努める医療
機関がみられた。 



2.1 医療機関におけるジェネリック医薬品
の使用促進の取組事例（３） 
 【ジェネリック医薬品の採用情報の近隣薬
局との共有①】 

• 近隣の応需薬局に対し、ジェネリック医薬品の採用状況
に関する情報提供を薬剤部が行っている。 

旭川赤十字病院の
例 

• 近隣の応需薬局（薬剤師会の会営薬局１件、個人薬局２
件）に対してのみ、ジェネリック医薬品の採用状況に関す
る情報提供を薬剤部が行っている。 

豊見城（とみしろ）
中央病院の例の

例 
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自院におけるジェネリック医薬品の採用情報を近隣の保険薬局
に対し提供する病院がみられた。 



2.1 医療機関におけるジェネリック医薬品
の使用促進の取組事例（４） 
 【ジェネリック医薬品の採用情報の近隣薬
局との共有②】 

• 新たなジェネリック医薬品が発売された場合、製薬メーカーを集
め診療所内スタッフ向けの勉強会を開催し、新たな薬の特徴等
について把握している。 

• この際、別法人であるものの、近隣の薬局スタッフにも声をかけ、
一緒に話を聞いてもらっている。 

• こうした勉強会により、顔の見える関係を築きながら、同じ情報
について共有ができること、医師・薬剤師の双方が何に興味を
持つのかが理解できること、さらに説明するメーカーが何を主張
したいのかを理解できる点がメリットとなっている。 

• 所在する足立区のジェネリック使用促進協議会において、区内
主要病院で採用されているジェネリック医薬品のリストが作成さ
れており、それを参考にすることもある。 

千住中
央診療
所の例 
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新たなジェネリック医薬品が発売された場合、製薬メーカーを招き、別法人であ
る薬局スタッフと共に、医薬品に関する情報共有と知識の向上を図るための勉
強会を開催する医療機関もある。 

 

 



2.2 薬局におけるジェネリック医薬品の使
用促進の取組事例（１） 
 【在庫管理】 

• ジェネリック医薬品があるにも関わらず、在庫がないた
めに調剤できないということがないよう、システム上で各
店舗から、どの店舗にどのくらいの在庫があるかが把握
できるようになっており、その情報をもとに店舗間で融通
をするようにしている。 

• ジェネリック医薬品が存在するものについては、本社で
一括して採用するメーカーを決め、全品目取りそろえて
いる。その際、1つの先発医薬品に対し、採用するジェネ
リック医薬品は1品目として、在庫の増加を抑えるように
努めている。 

日生薬局
の例 
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同一法人内における店舗間でジェネリック医薬品の在庫を確認
するためのシステムを整備し、店舗間のジェネリック医薬品の
融通に役立てている薬局がみられた。 



2.2 薬局におけるジェネリック医薬品の使
用促進の取組事例（２） 
 【医療機関への働きかけ】 

• 一部店舗では、病院側との勉強会（地域の複数の薬局
が参加することが多い）において、ジェネリック医薬品の
銘柄指定はやめて、一般名処方にして欲しいと申し出た
ことがある。 

日生薬局の例 

• 県薬剤師会が作成した地区別の採用ジェネリック医薬品
リストを、県医師会に提供した。 

• 地区別の採用ジェネリック医薬品リストは薬局の使用状
況から作成したが、これは当該地区の医師が多く使用し
ているジェネリック医薬品を示したものとも捉えられるた
め、各地区の開業医に、各地区の基幹病院で採用され
ているジェネリック医薬品の情報提供を行う意味で効果
があった。 

山口県薬剤師
会の例 
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ジェネリック医薬品の銘柄指定に関する要望を病院との勉強会で伝えたり、県薬剤
師会が地区別の採用ジェネリック医薬品リストを作成し県医師会に提供するなど、
様々な場やツールを活用して医療機関への働きかけを行う薬局がみられた。 



2.2 薬局におけるジェネリック医薬品の使
用促進の取組事例（３） 
 【変更不可の処方せん割合の調査】 

• 会員薬局が応需している処方せんのデータを収集して
病院毎の変更不可の割合を調査した。 

• このうち変更不可の割合が高い病院に対して病院の薬
剤部を通じて医師から理由を聞いた。 

• また、変更不可が多い公立病院については当該病院の
所在する地域の議会で取り上げてもらうよう働きかけを
行った。 

山口県薬
剤師会の

例 
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県薬剤師会において会員薬局が応需している処方せんのデー
タを収集し、病院毎の変更不可の割合を調査していた。 



2.2 薬局におけるジェネリック医薬品の使
用促進の取組事例（４） 
 【患者への説明①】 

• 所得が多い人や生活保護の受給世帯については自己
負担が軽減することを訴えかけてもジェネリック医薬品
への切り替えにはつながりにくいことから、医療制度を
次世代まで存続させることなどを訴えかけると変更してく
れることが多い。 

• ジェネリック医薬品について簡単に理解してもらうための
工夫として、患者自身が得をする薬ではなく、国全体の
ためになる取り組みであることを訴えている。 

なんそう
薬局の例 
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患者に対し説明する上での工夫として、ジェネリック医薬品の
使用が医療制度を次世代まで存続させることに寄与すること、
国全体のためになること等を訴える取り組みが行われていた。 



2.2 薬局におけるジェネリック医薬品の使
用促進の取組事例（５） 
 【患者への説明②】 

 
なんそう
薬局の例 
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患者にジェネリック医薬品へ切り替えてもらうためには、薬剤師の話に耳を
傾けてもらうことが必要であり、そのために様々な取り組みが行われていた。 

• 患者本人に話を聞きたいという気
持ちを持ってもらうために、地元自
治体が作成したジェネリック医薬品
の普及啓発のためのポスターを薬
局内に掲示している。 

• 患者の話に親身になって耳を傾け、
医療に関する事に限らず、患者に
ついて幅広く知ることで、様々な相
談に的確に応えることが可能にな
る。その結果、薬局の信頼が得ら
れ、ジェネリック医薬品の説明にも
耳を傾けてくれるようになる。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（１） 
 【データ分析結果の活用①】 

 

パナソ
ニック健
康保険組
合の例 
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加入者のレセプトデータを分析し、加入者にとって利便性の高
い情報提供に活用している。 

• 加入者のレセプトデータを分析し、
健康保険組合内で最も使用され
ているジェネリック医薬品を把握
し、この医薬品名称を、加入者に
送付する差額通知に掲載してい
る。 

• この他、加入者の生活圏でジェ
ネリック医薬品の処方率の高い
薬局として、後発医薬品調剤体
制加算を算定している複数の保
険薬局を把握し、その名称、住
所、電話番号について差額通知
に掲載している。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（２） 
 【データ分析結果の活用②】 

 

パナソ
ニック健
康保険組
合の例 
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加入者個別のデータを分析し、花粉症の治療実績がある人や
退職者に対し、使用実績の多いジェネリック医薬品について情
報提供を行っている。 

• 前年度に花粉症（急性アレルギー鼻炎等）の治療がある
人に対し、個別にメールで案内し、ジェネリック医薬品の
使用を促した。 

• 退職者へは、高血圧、糖尿病、脂質異
常症等の生活習慣関連疾患のジェネ
リック医薬品のうち健康保険組合内で
の使用実績の多いものについて情報
提供した。 

• 様々な疾患で良く使用される先発医薬
品とそれに対応するジェネリック医薬品
との対応表を作成し加入者に案内する
が、この対応表の作成の際に、レセ
ネット加盟の薬局に市場での流通量等
を確認している。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（３） 
 【データ分析結果の活用③】 

• 性・年齢別だけではなく、疾患別や薬局別にジェネリック
医薬品の使用状況を分析しているが、こうしたデータ分
析の結果は、健康保険組合立の松下記念病院（359床）
でのジェネリック医薬品の使用促進に役立てており、こ
の病院の勤務医に対し「他の病院で○○の使用率が高
いので、先生も使ってみてください」と呼びかけている。 

パナソ
ニック健
康保険組
合の例 
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加入者のレセプトデータを分析し、よく使用されているジェネリッ
ク医薬品の情報を、病院の勤務医に情報提供している。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（４） 
【ジェネリック医薬品推奨薬局の認定①】 

 

奈良県 

生駒市の
例 
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ジェネリック医薬品の使用促進に積極的な薬局や取扱い品目
数が多い薬局について、ジェネリック医薬品推奨薬局として認
定する制度を設ける保険者がある。 

• 市内の薬局でジェネリック医薬品を
積極的に取り扱っている薬局を「生
駒市ジェネリック医薬品推奨薬局」
として認定する制度を設けた。当制
度では、ジェネリック医薬品の調剤
割合が55％以上か、ジェネリック医
薬品を200品目以上備蓄しているこ
とを認定要件としている。 

 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（５） 
【ジェネリック医薬品推奨薬局の認定②】 

 

奈良県 

生駒市の
例 
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ジェネリック医薬品推奨薬局の認定制度では、薬局が「ジェネ
リック医薬品を分かりやすく説明すること」に同意することが必
要である。 

• ジェネリック医薬品推奨薬局認定制度
では、薬局が提出する同意確認書の
賛同項目の最上位に「ジェネリック医
薬品を分かりやすく説明すること」がう
たわれている。 

• 同制度の薬局からみたメリットは2つ。
1つ目は市から推奨薬局として繰り返
しPRしてもらえること。2つ目は、推奨
薬局には、市が作成する市内の主要
病院による処方実績の多いジェネリッ
ク医薬品のリストが提供されること。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（６） 
 【キャッチコピーの作成】 

 

奈良県 

生駒市の
例 
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被保険者や市民に、ジェネリック医薬品についてより意識しても
らうことが必要との考えのもと、キャッチコピーを作成し、封筒に
印字する保険者がある。 

• 平成26年7月よりジェネリック医薬品に関してキャッチコ
ピーを作成し、市のホームページのトップページに掲載
したり、市からの配布物を入れる封筒に印字している。 

• このキャッチコピーは、市役
所内での使用に留めるので
はなく、より広範に広げるた
めに、賛同する薬局には、
薬袋や薬剤情報提供文書、
レシートなどに印字しても
らっている。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（７） 
 【組合担当者の理解の促進①】 

 

保険者機
能を推進
する会 

ジェネリッ
ク研究会

の例 
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学会やメーカー、薬局を招へいし、情報交換を通じて得られた
情報をもとに、ジェネリック医薬品に関するQ＆A集を作成し、組
合担当者に提供していた。 

１．ジェネリック医薬品について

備考

1
新薬（先発医薬品）の特許期間が切れた後に、新薬と同じ有効成分でつくられた後発医薬品のことです。多くの開発費がかか
る新薬に比べ、値段が安いのが特徴です。
効き目と安全性が新薬と同等であると国から承認された薬だけが対象となります。

A健保

ジェネリック医薬品は、厚生労働省が先発医薬品と同等と認めた医薬品です。先発医薬品の特許満了後に、有効成分、分量、
用法、用量、効能及び効果が同じ医薬品（※）として新たに申請され、製造・販売される安価な医薬品です。また、製品によって
は大きさ、味、においの改善、保存性の向上等、先発医薬品よりも工夫されたものもあります。

※先発医薬品に効能効果が追加された場合、特許の関係で用法、用量、効能、効果が一時的に異なる場合があります。

※先発とジェネリックの価格差の少ないものや短期処方の場合はジェネリックに変更してもあまり支払額に差が出ない場合もご
ざいます。変更前後の支払額についても薬剤師さんとよく相談してください。

※先発医薬品からの変更を希望しても、対応するジェネリック医薬品が製造・販売されていないものもあります。

※在庫が薬局にない場合には、お薬の用意をするのに時間がかかってしまうときもあります。

薬は、医療用医薬品と一般用医薬品の2つに分けられます。医療用医薬品は医師の診断によって処方される薬のことで、患者
さんが自由に購入することはできません。これに対して一般用医薬品は、いわゆる市販薬（大衆薬・OTC※1とも呼ばれる）のこ
とで、薬局・薬店などで直接購入できる薬です。
さらに、医療用医薬品は新薬とジェネリック医薬品に分けられます。新薬は、10～15年もの歳月と、数百億円以上といわれる費
用をかけて開発されるので、新薬を開発した製薬会社は、特許の出願によりおよそ20～25年間（特許期間※2）その薬を独占
的に製造・販売する権利が与えられます。けれども、特許期間が過ぎると、その権利は国民の共有財産となるため、他の製薬
会社から同じ有効成分を使った薬が製造･販売されるようになります。それが、ジェネリック医薬品です。
ジェネリック医薬品は、新薬と同じ有効成分を使い、効き目、品質、安全性が同等なお薬です。厳しい試験に合格し、厚生労働
省の承認を受け、国の基準、法律に基づいて製造・販売しています。さらに、製品によっては、大きさ、味やにおいなど、服用し
易いように工夫したものも沢山あります。

※1 OTC･･･Over The Counter Drugの略。薬局･薬店のカウンター越しに買える薬という意味。

※2 特許期間･･･開発した薬の特許権を一定期間独占する期間。

2
ジェネリック医薬品にはどんな製品があり
ますか？

1
現在、高血圧、糖尿病、高脂血症などの慢性病のお薬や、抗菌薬、花粉症のお薬など5,000種類以上の新薬にジェネリック医
薬品があります。しかしながら、新薬の特許が切れていなければジェネリック医薬品は製造・販売できませんので、すべての新
薬にジェネリック医薬品があるわけではありません。

Ｂ健保

ジェネリック医薬品は先発医薬品に比べて価格が安く、経済的です。

医薬品の開発には多額の費用がかかります。「ジェネリック医薬品」は、特許期間が経過した後で作られる薬ですから、一般的
には先発医薬品より安価です。

※なお、薬によっては、対応するジェネリック医薬品が製造されていない場合もあります。

2

ジェネリック医薬品は、先発医薬品の特許満了後に、有効成分、分量、用法、用量、効能及び効果が同じ医薬品として新たに
申請され、製造・販売されるので、品質的な違いはないと言えます。その一方、先発医薬品は開発に10～15年の歳月と数百億
もの投資が必要といわれるのに対して、ジェネリック医薬品の開発期間は3年ほどという違いがあり、価格は先発医薬品の2割
～7割（平均して半額）に抑えることが可能になっています。

学会

ジェネリック医薬品のお薬代は先発医薬品の2割～7割、平均して半額です。このことから、患者さんの薬代負担が減ることがメ
リットとしてあげられます。また、医療財政面では医療費の国庫負担も減るため将来にわたり医療の質と国民皆保険制度の維
持に貢献できます。

※先発とジェネリックの価格差の少ないものや短期処方の場合はジェネリックに変更してもあまり支払額に差が出ない場合もご
ざいます。変更前後の支払額についても薬剤師さんとよく相談してください。

1
ジェネリック医薬品は新薬と比較しても有効成分、含有量は同じですが、研究開発期間が短いため価格が安く抑えられていま
す。そのためジェネリック医薬品を使用するとお薬代が安くなります。

Ｂ健保

2

通常、医薬品を新しく開発するためには、10～15年の歳月と数百億円以上もの投資が必要だと言われています。ジェネリック
医薬品は新薬と科学的に同じですが、新薬で既に効き目や安全性が確立されていることから、開発期間は3年ほどと新薬に比
べ非常に短く、開発費も少なくてすむため、薬の値段が新薬より安くなります。ジェネリック医薬品は患者さんのお薬代の負担
を軽減することができます。

製薬協会
5 ジェネリック医薬品にすると安くなるの？

3
先発医薬品とジェネリック医薬品のちがい
は？

1 Ｃ健保

4 どんなメリットがあるの？ 1 学会

Ｑ Ａ

1 ジェネリック医薬品とは？

2 学会

3 製薬協会

• 日本ジェネリック医薬品学会、ジェネリック医薬品メーカー
や保険薬局の代表者を研究会に招へいし、情報交換を
通じて得た情報をもとに、平成25年に「ジェネリックQ＆A
（初心者版）」を作成した。 

• これはジェネリック医薬品に
不安や疑問を持っている健
康保険組合の担当者を対象
として作成したものであり、
保険者機能を推進する会の
ホームページ上に掲載し、会
員組合に活用してもらってい
る。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（８） 
 【組合担当者の理解の促進②】 

 

保険者機
能を推進
する会 

ジェネリッ
ク研究会

の例 
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加入者への普及促進には、組合担当者がジェネリック医薬品
に関する知識を身に付けることが必要との考えのもと、シンポ
ジウムを開催していた。 

• 平成26年度に健康保険組合の担当者を対象としたシン
ポジウムを開催した。 

• このシンポジウムでは①ジェ
ネリック医薬品の安全性、②
分割調剤、③オーソライズド
ジェネリック、④バイオシミ
ラーについて、担当者に対し
分かりやすく解説するために、
ジェネリック研究会のメンバー
自らが出演したロールプレイ
も上演された。 



2.3 保険者におけるジェネリック医薬品の
使用促進の取組事例（９） 
 【組合担当者の理解の促進③】 

 

保険者機
能を推進
する会 

ジェネリッ
ク研究会

の例 

22 

バイオシミラー※の処方例数・金額に関する調査や、バイオシミ
ラーについての理解を促進するための活動が行われていた。 

※バイオシミラーとは、国内で既に承認されたバイオテクノロジー応用医薬品と同等・同質の有効性、安
全性を有することが治験により確認されている医薬品である。 

バイオテクノロジー応用医薬品とは、微生物や細胞が持つタンパク質をつくる力を利用して生産される、
ヒト成長ホルモン、インスリン、抗体などの「遺伝子組換えタンパク質」を有効成分とする医薬品である。 

• バイオシミラーは、加入者には、公費助成や高額療養
費の対象となるため、使用によるメリットはほとんど認識
されないものの、保険者からは負担する医療費が大幅
に減るためその利用に大きな期待が寄せられている。 

• 平成25年度に、研究会に参加する組合のバイオシミ
ラーの処方例数・金額に関する調査を実施した。 

• バイオシミラーについての定義やジェネリック医薬品と
の違い、今後の動向、保険者としてのメリットについて講
師等を招へいし、勉強した。 



3.1 ジェネリック医薬品の使用促進 
      の推進要因 
  【医療機関】 
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 薬局が変更調剤を行った場合における医療機関への情報提供に関する
負担軽減のため、医療機関と周辺薬局との間で、上記情報提供を不要
とする取決めを行うこと 

 

 患者への適切な情報提供を行うため、医師、看護師など関係者を交え
た自主的な勉強会等の場を設けること 

薬局からの変更調剤時の情報提供を不要
とすることに関する合意書の締結 

ジェネリック医薬品に関するスタッフ勉強会
の開催 



 

 日ごろから患者とのコミュニケーションを密にし、信頼関係を醸成するこ
と 

3.2 ジェネリック医薬品の使用促進 
      の推進要因 
  【薬局】 
 

24 

 

 現場の薬剤師の採用の判断基準として、また、組織内の在庫調整、廃
棄の削減を目的とした融通のため、地域内や法人内などの組織単位で
ジェネリック医薬品に関する選定基準を設け、それに基づき推奨品を選
定すること 

ジェネリック医薬品の推奨品の選定 

患者との信頼関係の醸成 



 

 各種取り組みを円滑に推進するため、地域の医療関係者との間で事前
調整し合意形成を得ること 

 

 事業を効率的・効果的に進めていくため、複数の保険者間で共同発注し
たり、情報共有すること 

 

 各保険者は、単に取り組みを進めるのではなく、レセプト管理システム等
を活用した適切な目標値を設定すること 

3.3 ジェネリック医薬品の使用促進 
      の推進要因 
  【保険者】 
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関係する団体との事前調整 

複数の保険者間での共同での取り組み 

目標値の設定 


